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沖縄県入域観光客に関するグラビティーモデル分析

AGravityModelAnalysisoftheDomesticTouriststoOkinawa

梅村哲夫！

１．はじめに

ここ数年来、日本国内では沖縄観光ブームが続いている。2003年（平成１５

年）の入城観光客数は初めて500万人を超え話題となった。2004年上半期の

状況は、入城観光客数が前年同期比７％増の249万6,700人となっており2、こ

の状態が続けば最終的に540万人前後になる可能性が高いと言われてきたが、

例年にも増して台風が通過し、当初見込みを下回る懸念が生じている。観光

関連産業は、沖縄県における数少ない自立的経済活動の中心であり、この沖

縄観光ブームは県経済の安定的成長に大きく寄与している。拙稿（2004）で

は、世界における国際観光客のトレンドを踏まえ、沖縄県を訪問する国内外

の観光客の動向、今後の沖縄県における観光政策の方向,性、すなわちグロー

バル・トレンドに基づいた観光政策の課題を指摘した。

本稿では日本における沖縄観光ブームに焦点を当て、他都道府県から沖縄

県にやってくる観光客の動向を数量的に分析する。なお、離島県である沖縄

へは空路もしくは海路による入城となるが、2002年（平成14年）の時点で９９

％が空路を利用しているので３，空路による入域観光客を分析対象とした。

具体的な分析方法は、出発地別観光客数及び観光客の年齢層に関する一般

的な検討と、グラビティーモデルを適用したクロスセクション分析である。

グラビテイーモデル分析では、沖縄県と県外を結ぶ航路は実質的に24路線が

’連絡先：umemurat＠eve・u-ryukyu・aojp

２沖縄県商工労働部観光リゾート局観光企画課による平成16年８月20日発表の速報値。

３「観光要覧平成14年版」における月別・空路海路別入域観光客数（平成14年）よ

り。
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あるが、その各路線を利用した入城観光客数を被説明変数としたものである。

ちなみに一番多い路線は那覇一羽田間（関東圏）であり、次に阪神４（関西

圏)、福岡、名古屋（中部圏)、鹿児島と続く5．いずれの路線も沖縄観光ブー

ムの影響を受けているようで、入域観光客数は増加傾向にあるが、分析結果

からは、必ずしも全ての路線で順調に伸びているとは言えないことがわかっ

た。すなわちグラビティーモデルから得た結果では観光客数は、関東圏に関

しては実績値が理論値を上回り乖離幅が拡大する傾向にあるが、関西圏では

それほど乖離はなく、中部圏はむしろ実績値が大きく下回っていることがわ

かった。

入域観光客数の増減はブームによるプラス要因だけでなく、海外でのテロ

や戦争、ＳＡＲＳ（重症急性呼吸器症候群）などのマイナス要因も影響するが、

ブームが一段落したときの観光需要の落ち込みは沖縄県経済に大きな打撃を

与える可能性があり、これを緩和するいわゆるセフテイー・ネットを速やか

に整えておく必要がある。そのキーワードは観光需要の分散化である。特に

現状では関東における沖縄観光ブームが顕著であるが、増加率に注目すると

既にピークを越えたと見られ、観光客が一気に減少に転じる可能性が無いと

は言えない。観光客の年齢層を見ても、若年層（20代～30代）の増加が著し

い一方、高齢者層（50代以上）に関しては若干の減少傾向が見られる。

これらの現状を踏まえた具体的な方策としては、第一にグラビティーモデ

ルの分析結果を踏まえ、実績値が理論値を下回っている出発地や地域に重点

的に沖縄観光の誘客プロモーションを集中させ、出発地の分散化を図るとい

うことである。逆に考えると、このような出発地または地域では、まだ市場

を開拓する余地が残っているとも見ることができる。特に実績値が理論値を

４観光要覧では、「阪神」となっているが、空港の所在地等を考慮して、本稿では一

般的な「関西」もしくは「関西圏」という用語で統一する。

５被説明変数は各路線の観光客数であるが、出発地及び周辺の都道府県在住者が対象
になるので、本稿では、関東圏、関西圏、中部圏とする。
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大きく下回っている中部圏に対する誘客プロモーションを再度検討すること

が必要であろう。第二に出発地や地域に関係なく、広く高齢者層に対する誘

客プロモーションを実施することである。ただし、このためには高齢者層の

ニーズに対応した質の高い観光インフラや観光サービスの整備が不可欠であ

る。これらの方策は、観光需要の多い関東圏や若年層への集中を分散させる

ことにより、沖縄観光ブームが終わった後の観光需要の急変に対処するセフ

ティー・ネットとしての機能を拡充させることになるであろう。

２．県外観光客の動向分析

２－１航路別入域観光客の分析

沖縄県観光要覧（平成14年版）によると、平成14年（2002年）における沖

縄県と本土を結ぶ航空会社は、日本航空（JAL)、全日本空輸（ＡＮＡ)、エ

アーニッポン（ＡＮＡグループ)、日本エアシステム（JASからJALへ統合)、

日本トランスオーシヤン航空（JTA-JALグループ）及び琉球エアコミュー

ター（RAC）の６社で、これらが提供している航空路線はのべ49路線となっ

ている。羽田一那覇、伊丹一那覇など同一区間を複数の会社が運航していた

り、一度開設された航路が取りやめになったりしているが、平成15年（2003

年）の実績を見ると、実質的に24路線が開設、運航されている。

図１は、1998年から03年にかけて沖縄県を訪問した国内線・国際線別の入

域観光客数の推移である。国際線の定期便は、台北（台湾)、ソウル（韓国）

及び上海（中国）便であるが、格段の差で国内線による入域観光客数が多い。

03年の国際線利用者の割合は全体の２％に過ぎず、しかも減少傾向を示して

いる。

一方、国内線による入域観光客数の動向は、この５年間で約100万人増え

ており、これは年平均4.6％の伸び率となる。この期間における日本の経済

成長率は平均0.5％前後であったから、沖縄観光が国内景気の動向に比して

いかに好調であったのかがわかる。いずれにせよ、入城観光客数500万人突
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国内線・国際線別入域観光客の推移図１
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出所：沖縄県「入域観光客統計月報」より作成

主要５地域からの入域観光客の推移図２
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出所：沖縄県「入域観光客統計月報」より作成
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破に貢献したのは国内からの観光客によるものであるが、どの地域発の観光

客が増えたのかを明らかにする必要がある。

図２は、沖縄県が公表している入域観光客統計概況による入城観光客の上

位５出発地の動向を示したものである。それらは東京、関西、福岡、名古屋、

鹿児島であるが、これらの合計は国内線の約８割超を占める6．

この図からも分かるように、東京発の観光客が圧倒的に多い。この区間は、

全体の５割弱を占めており、次に多い関西発の倍以上となっている。その後

の順位は、福岡、名古屋、鹿児島である。なお、９８年から03年の増加率は、

東京発は1.4倍、６８万人増であった。この理由としては、やはり沖縄観光ブー

ムの影響が考えられる。この点に関しては、次節における数量分析でさらに

言及する。

次にこのトレンドを詳細に検討するため、９９年から03年における各航路及

び全体の入域観光客数の増加率をグラフ化した。（図３）

図３主要５地域からの入域観光客の増加率
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出所：沖縄県「入域観光客統計月報」より作成

６出所には注記されていないが、観光要覧にある「阪神」は、那覇一伊丹、那覇一関

空の合計であると推測される。
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全体の傾向は、９９年に8.8％増であったものが2000年には-0.3％とマイナ

ス成長に陥った。さらに2001年９月の米国同時多発テロの影響で増加率は-

1.9％となった。航空機を利用した旅行が手控えられたばかりでなく、米軍

基地を多数抱える沖縄への修学旅行のキャンセルが相次ぐという影響が数字

に現れたのであろう。

この状況に危機感を抱いた行政や観光産業関係者による沖縄キャンペーン

が大々的に実施され、その結果、０２年には＋9.7％という非常に高い増加率

を記録することとなり、その効果が現在でも継続されていると見られる。

出発地別に見ると、東京発の場合2001年の増加率は低下したもののマイナ

スにまでは陥らず、翌02年には他の出発地を上回る15％に跳ね上がったが、

03年には再び低下し、関西発や名古屋発より増加率は低くなった。関西発に

関しては、2000年には大きく落ち込み、－５％であったがこれは関西地方の

経済低迷が影響したものと考えられる。０１年もマイナスであったが、前年よ

りはその度合いは穏やかで、０２年からはプラスに転じ03年の増加率は東京発

を抜き、１１％になった。名古屋発の場合は01年の落ち込みがボトムであり０２

年には11.2％へ高まったが03年の増加率は前年を下回った。福岡発及び鹿児

島発の場合は、やはり01年のマイナスが大きく、その後回復しているものの、

鹿児島発の場合はマイナスからようやくプラスに転じようとしているところ

である。

ここで，ほぼ共通することは、2000年の時点で既に増加率の低下が始まっ

ていたことで、これは日本経済の低迷と関係があると推測できる。０１年の同

時多発テロによる影響は確かに見られるが、景気低迷要因ほどの影響はなかっ

たと思われる7。現に関西発を見ると00年より01年のほうがマイナスの度合

いは小さいし、東京発の増加率は前年を下回ったとはいえプラスを維持して

いたからである。

もちろん行政や観光関連の関係者による対応が貢献したことは言うまでもない。
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次の特徴として、東京発とそれ以外の都市発とでは増加率の動きに違いが

あることである。東京発は既に増加率が02年で頭打ちになっており、一方、

その他の都市発は程度の差こそあるものの増加率自体が上昇トレンドにある。

観光客数の絶対数が多い東京発の低迷は、沖縄観光全体に与える影響が大き

いので、今後の動向に注意を払う必要があろう。

２－２年齢層別入域観光客の動向

前項では、地理的な違いや特徴を見るために出発地別入城観光客の動向を

検討したが、ここでは年齢層別の動向に注目する。使用したデータは、沖縄

県が平成14年４月から平成15年３月の期間に実施した「観光統計実態調査

(空港アンケート調査)」の結果である。この調査は、観光客１人当りの県内

消費額を推定する基礎資料として活用されているが、』性別や年齢、沖縄への

訪問回数、旅行形態なども調査項目に入っている。

この調査は年度別に集計され、かつ修学旅行生は調査対象外なので実数を

推定するために次の修正を加えた。平成13年度（2001年度）及び14年度（20

02年度）の入城観光客数を「入域観光客統計月報」から算出し、さらにこの

調査に含まれていない修学旅行生の実績を「平成15年修学旅行入込調査」を

参考にして、年齢層の10代に加えた。この操作によって、０１年度及び02年度

の修学旅行生を含む年齢層別入城観光客数を推計した。

図４は横軸に年齢層を縦軸に各年齢層の割合から推計した観光客数をとっ

ている。なお棒グラフは01年度と02年度の各年齢層の差である。周知のよう

に01年９月に米国同時多発テロが発生し、この直後から修学旅行需要が大き

く落ち込んだが、これに対し行政や旅行関連団体が強力なキャンペーンを実

施した結果、統計を見る限り02年４月以降、例年並みに回復している８．さ

て、０２年はテロの翌年であるが、２０代、３０代の観光客数が倍増している一方、

８修学旅行に関しては、図からわかるように10代の割合は比較的小さく、観光客数の

観点から見ると結果的に深刻な影響は避けられたと見ることができる。

－７－
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図４年齢層別入域観光客
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出所：沖縄県「入域観光客統計月報」等より作成

50代、６０代は減少している。つまり若年層においてはテロの影響は見られず、

むしろ増加しておりこの世代が沖縄観光ブームの主役となっている。対して

50代以上の世代にはマイナスの影響が見られテロによる沖縄観光離れが生じ

た可能性が高い9゜

つまり沖縄観光ブーム及び2001年の同時多発テロ後における年齢層別観光

客数の動向を見る限り、若年層と高齢者層では、テロによるマイナス要因と

沖縄観光ブームのプラス要因が与えた影響が結果的に正反対であると言える。

さらに踏み込んで言及すれば若年層は流行に乗りやすいと見られ需要の継続

』性には疑問が残る。従って、テロによるマイナスの影響を相対的に強く受け

た高齢者層に対する観光プロモーションが観光客層の多様化を促進する上で

より重要になってくると思われる。

'もちろん高齢者の沖縄離れはテロだけが原因ではないかもしれない。例えば国内の

他の観光地へ代替されたのかもしれないし、航空機の利用を避けただけかもしれない。

しかし、テロ前後の動向を見る限り、この影響が多少なりともあったと考えるのが妥

当であろう。

－８－
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３．グラビティーモデルによる出発地別沖縄観光客に関する計量分析

３－１グラビティーモデルとは

グラビティーモデルとは、２つの物質間に働く重力は質量の積に比例し、

距離の二乗に反比例するというニュートンの物理法則を応用したもので、観

光客フローや国際貿易分野でしばしば用いられる分析方法である。観光客数

フローを例に単純に説明すると、出発地から目的地への観光客数は、目的地

との距離が近いほど、また出発地の人口が多いほど、さらには出発地周辺在

住者の可処分所得が高いほど観光客数が増えるという考え方である。

例えば平成16年版経済財政白書（2004）ではこのモデルを応用して、外国

からの訪日旅行客が比較的多い12ヶ国を対象に、それぞれの国に関して外国

人観光客受入数の推計値をモデルより算出し、実績値との乖離を計算してい

る。それによるとフランス、アメリカ、カナダ、香港では実績値が推計値を

上回る一方、日本では下回っているという結果が示されている。つまり国際

的に見ると、日本に対する海外旅行客の人気が低いということである。さら

にこの推計結果を用い、出発国別訪日旅行者数に関して推計値と実績値を比

較検討している。つまり日本を訪れる外国人旅行者について、出発国による

偏りがどのような状態かということを明らかにする分析である。その結果、

韓国や中国から来る訪日旅行者は相対的に少なく、他方、台湾からの旅行者

は多いということが示されている。もちろんこれらアジア諸国からの旅行者

だけでなく、欧米からの旅行者数も軒並み実績値が推計値を下回る結果となっ

ている。周知のように訪日外国人旅行者数は他国と比べ相対的に極めて少な

いと指摘されているが、グラビテイーモデルによっても数量的により明らか

になった。

本稿では、この経済財政白書の手法を参考に、沖縄県外から来る観光客に

ついて出発地別の動向を数量的に分析する。
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３－２グラビテイーモデルの定式化

グラビティーモデルの過去の研究事例では、例えば小沢（1992）は、２地

点間の旅行者数を被説明変数として、説明変数を２地点間距離、出発地の人

口、目的地の魅力度、出発地の１人当所得などとした種々のモデルを紹介し

ている。

本分析では目的地が沖縄県であり、同一地域の空港発を整理した19航路を

分析対象とし、比較的シンプルな次のモデルを用いた。

|、（IBTij）＝八|、（D1Sij)、ｌｎ（POPi)、｜、（PCIi)）…①

ただし、ｉ：出発空港または出発地域ｊ：沖縄県または那覇空港

|ＢＴ：沖縄県入域観光客数

DlS：那覇空港と出発空港間の区間距離（k、）

ＰＯＰ：出発空港が所在する都道府県の人ロ

PCI：出発空港が所在する都道府県の１人当県民所得

19航路：那覇空港との次に挙げる空港との路線。札幌、仙台、小松、東京、

名古屋、阪神（伊丹、関西国際)、広島、岡山松山高松、福岡、長崎、

熊本、大分、宮崎、鹿児島、福島、高知、新潟。

各変数とも対数変換しているので変数にはlnを付加している。なお、全て

の変数が入手できた期間は、1998年から2001年の４年間であり時系列分析は

難しいため、各年についてのクロスセクション分析であり、最小二乗法で推

計した'0．

推計式①を具体的に説明すると、出発地別の沖縄県への入域観光客数を被

説明変数とし、説明変数には那覇空港と出発空港の距離（－)、出発地の都

'01人当県民所得の最新データが01年という制限があったためであり、他のデータは

03年まで入手可能であった。
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道府県の人口（＋)、同じく出発地の１人当県民所得（＋）を想定したもの

である。つまり空港間の距離が長いほど運賃や所要時間が大きくなり観光客

数が少なくなる。反対に出発地の人口が多いことは、市場が大きいというこ

とであり、１人当所得が高ければ旅行需要が高まり、いずれも観光客数が増

える要因として考えられるということである。これらは括弧内に符号条件と

して示してある。

ただし、本分析では次の点で厳密性に欠けるので注意する必要がある。

まず、第一に距離と運賃の関係である。一般的に飛行距離と運賃は比例す

る。つまり長距離であるほど航空燃料などの費用はかさみ運賃は高くなると

いうことである。一方、東京や関西方面の旅客数は相対的に多いので１人当

単価は下がるはずである。また通常期と繁忙期、往復割引や前売り割引など

の各種割引制度、ツアー料金への組み込みなどが行われるため運賃に関して

は正確な』情報の把握が困難である。本稿ではグラビティーモデルにおける距

離は２点間の移動コストと見ることもできるが、このような理由から、空港

間区間距離を説明変数として使用した。ただし、利用者数の多寡による単価

の変動については他の説明変数である“出発地人口”によってある程度吸収

できるものと思われる。第二に出発地の都道府県における人口の問題である。

例えば東京発の場合、羽田空港､を基準とするが、この空港を利用する沖縄

への観光客は千葉県や神奈川県、埼玉県など関東圏に広がっている。関西発

の場合、関西国際空港腿及び伊丹空港13が基準となるが、和歌山県や兵庫県、

京都府、滋賀県などに居住する人々が利用する。従って人口の範囲をどの程

度まで広げるかという問題があった。同様な問題は地方空港の場合も同じで

あるが、窓意的になることを避けるため、今回はあえて空港の所在する都道

府県の人口を採用した。第三に１人当所得の問題である。これも空港所在地

ｕ東京都大田区。

'2大阪府泉佐野市。

'３大阪府豊中市。
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の都道府県における１人当県民所得を用いたが、これは人口の変数よりは比

較的安定したデータであると考えられる。例えば東京都の場合、都内へ働き

に出てくる隣接県の勤労者が多いので、都内在住者との比較において所得格

差は極端に拡大するとは考えにくく、これは地方空港の場合も同様であると

考えられるからである。

以上のように、議論の余地や問題点があることを踏まえ、実際の分析結果

を検討する。

３－３クロスセクション分析の結果

表１クロスセクション分析の結果

１９９８１９９９２０００２００１

－３．７６

（-0.40）

－５．４９

（-0.70）

－５．０７

（-0.61）

－４．９３

（-0.58）

－１．７９

（-3.48)鐸

－１．８１

（-4.16)群

－１，７４

（-3.98)韓

－１．７０

（-3.81）韓

１．８１

（6.87)雑

１６４

（711）糖

１．６５

（7.04)癖

１．６９

（7.17)稗

１．７０

（1.17)＊

２１２

（1.75)＊

２００

（1.59)＊

１．９０

（1.46)＊

0.8440.8700.8650.867１糸（1Ｎ

注：対象は空港が所在する19都道府県（北海道、宮城県、石川県、東京都、愛知県、
大阪府、広島県、岡山県、愛媛県、香川県、福岡県、長崎県、熊本県、大分県、
宮崎県、鹿児島県、福島県、高知県、新潟県)、那覇一関西間の距離は、那覇一
伊丹、那覇一関西国際空港の平均値。
括弧内はｔ値、片側検定で、＊**は１％水準で有意、＊は５％水準で有意である
ことを示す。

表１は、推計式①より計算されたグラビティーモデルによるクロスセクショ

ン分析の推計結果一覧である。1998年から01年の４ヶ年について、１９都道府

県を対象に行った。また全ての変数は対数変換したので、表中の係数は弾力

`性を示す。

まず、決定係数（Ｒ２）について見ると、0844から0870の間であり、推計
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－１．８１

(-4.16)鉾
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式として説明力は比較的高いと言える。次に符号条件について見ると、距離

についてはマイナス、人口及び１人当所得はそれぞれプラスであり、予想通

りであった。ｔ値も概ね１％もしくは５％水準で有意となっている。

この結果を解釈すると、グラビティーモデルの理論通り那覇空港から距離

が遠くなるほど観光客数は少なくなるということである。一方、出発地の人

口が多いほど、また１人当所得が高いほど、観光客数が多くなることが確認

できた。次に距離に関する係数の推移に注目すると、９８年の係数が-1.79,

01年は-1.70と徐々に減少していることがわかるが、これは距離を要因とす

る観光客数減少の影響が低下していることを示している。つまり、沖縄県か

ら遠くても、またはそのために運賃が多少高くても沖縄を訪問したいと考え

る人が増えてきたということか、あるいは区間距離が長くても各種割引制度

の普及やツアー料金の下落による影響があると見ることができる。他方、人

口や１人当所得に関する係数については明確なトレンドは見られないが、ｔ

値に関して見る限り人口の係数の有意度が１人当所得よりも高い傾向がある。

これらをまとめると、全国19の都道府県から沖縄県を訪問する観光客数は、

距離に反比例し、人口規模と１人当所得に比例するということ、さらにトレ

ンドとして距離の係数が低下しているので、遠隔地性というこれまで沖縄県

が抱えていたマイナス要因の影響が小さくなっているということが数量的に

明らかになった。

次項では、この推計結果を基準に、各出発地の動向についてさらに検討を

加える。

３－４理論値と実績の乖離及びその解釈

ここでは先に推計したグラビティーモデルの推計結果を用い、１９都道府県

の状況を検討する。具体的には算出された推計式の説明変数に実際の値を代

入して入域観光客数を算出し、理論値の結果と実績値との差がどうなってい

るのかを調べた。言い換えると、１９都道府県の沖縄への観光客の動向をグラ
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ビテイーモデルによって推計することにより平均的傾向をまず明らかにし、

次にその平均と現状との差を個別に検討すると言うことである。図５は98年

から01年の４ヶ年について平均値との乖離を計算した結果であり、ゼロを境

にプラスが理論値より実績値が大きく、マイナスが小さいことを示す。

図５実績値と理論値の乖離
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出所：推計結果より算出

これによると、東京都、福岡県、鹿児島県、大阪府が理論値より実績値が

高いことがわかる。これら以外に宮城県、石川県、香川県も若干実績値が上

回っている。これらの地域では、沖縄観光に関しグラビティーモデルで用い

た説明変数以外の要因が影響し実績値が上回ったのではないかと考えられる。

まず東京都を見ると、理論値と実績の乖離が近年になるほど拡大しているが、

この点がまさに沖縄観光ブームの影響であると考えられる。全国的に沖縄観

光ブームであると言われているが、詳細に分析すると関東圏を中心に起こっ

ていると言えるのではないか。大阪府も実績値が上回っているがその乖離幅

－１４－
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は東京都ほどではなく収束傾向が見られる。愛知県にいたっては、実績値が

理論値を大きく下回っている。つまり中部圏に関しては沖縄ブームが十分浸

透しているとは言えないのである。

なお、実績値が東京都に次いで上回っている福岡県に関しては、理論値と

の乖離幅が安定的に推移していることを考えると、沖縄ブームの影響だけで

なく、那覇空港に一番近い国際線との乗り継ぎ拠点であること等、他の要因

が影響しているものと思われる。

さて、この分析結果を沖縄観光のプロモーションの基礎資料としてどのよ

うに利用できる可能性があるのであろうか。人口の多い関東圏に対するプロ

モーションが短期的には観光客数を増加させるのに効率的であるということ

は明白であるが、それに対して中部圏や関西圏へのプロモーションも有効で

あろう。理論値を上回っている都道府県をターゲットにするのか、逆に下回っ

ている所に重点を置くのかという選択肢である。関東圏は観光客の絶対数が

大きいだけに、減少したときの影響も大きいと考えるのが妥当である。関東、

関西、中部の３つの大都市圏にこれまでにどのようなプロモーションを実施

してきたのか十分把握していないが、少なくとも関東圏に関しては成功して

いると言えるのではなかろうか。

これらの結果を踏まえ、次節では沖縄観光ブームが落ち着いたときに発生

する影響を低減するための観光プロモーションのあり方についてまとめる。

４．まとめ

本稿では、沖縄県へ航空機を利用して入城する他都道府県の観光客につい

て、出発地別の動向を数量的に検討した。それによると実績値においてもグ

ラビテイーモデルによる推計結果においても、東京都もしくは関東圏におけ

る沖縄観光ブームが強く影響していることが明らかになった。実際に入城観

光客の46％が関東からのものであり、関西（20％)、福岡（13％)、名古屋

(８％）と続く。関東圏発の入域観光客数の増加率の推移は02年を境にプラ
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スではあるが伸び率は低下している。関東圏のシェアが大きいだけに増加率

が減少に転じると、実績値の伸び率にも大きな影響を与えるので、現在のト

レンドを前提とした中長期的な観光に関連する設備投資の計画立案は難しく

なるであろう。

沖縄県が平成14年４月から平成15年３月にかけて実施した「観光統計実態

調査（空港アンケート調査)」の結果では、旅行の形態は夫婦での旅行の割

合が高く（23.7％)、次に友人・知人との旅行（21.4％)、子供連れ家族（１２９

％)、１人旅（164％）と続く。平成13年度と14年度を比較すると、子供連

れ家族旅行の割合が４４％から129％へ急増している。また年齢層別で見る

と20代の割合が9.7％から165％へ、３０代が115％から19.2％へ増えている。

つまり若年層もしくは若い子供連れ家族の増加が際だっているのだが、この

世代は一般的に流行に敏感であると考えられる。例えば（財）日本交通公社

(2004）によると、新婚旅行の行き先の変遷が掲載されているが、沖縄県本

土復帰後の1970年半ばは、沖縄や奄美、与論が１位であったが、８０年代前半

にハワイが１位となり80年代半ばからは上位３位は全て海外となって沖縄は

入っていない。新婚旅行の行き先として沖縄が１位を維持していたのはわず

か２年間であり、その後はハワイやオーストラリアが新婚旅行の目的地とし

てポピュラーとなっている。このことを見ても若年層がブームに左右されや

すいと言えるのではないかM･つまり、現在の好調な沖縄観光を若年層が担っ

ているとするならば、この沖縄観光ブーム自体が脆弱であるだけでなく、ブー

ムが終わったときの影響が決して小さくはないと考えられるのである。なお、

観光客の属'性（旅行形態や年齢層など）と出発地の間に何らかの傾向がある

かもしれないが、本稿では触れていない。

グラビティーモデルによる理論値と実績値の乖離を検討すると、東京都の

実績値が理論値を大きく上回る結果となり、乖離幅も年々拡大している。関

燗もちろんブームによるものだけでなく、円高も影響していたと推測される。
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西圏は実績値が理論値を多少上回っているものの、絶対数自体は小さいので

関東圏ほど沖縄観光に貢献しているとは言えない。名古屋を中心とする中部

圏の場合は実績値が理論値を大きく下回り、この地域には沖縄ブームがあま

り浸透していないと推測される。つまり現在の沖縄ブームを支えているのは

主に関東圏であると言えるのである。

さて、これらの数量分析の結果を踏まえ、日本国内における沖縄観光プロ

モーションをどのように考えるべきであろうか。2004年現在では沖縄ブーム

はいまだに続いていると言えるが、各種の統計を見る限りこのブームは頂点

に達している可能性が高いと考えられる。従って、沖縄県内の観光客受け入

れ体制の拡充だけでなく、観光需要の分散化を推し進めることにより、需要

変化に起因するショックの緩和、すなわちセフティー・ネットの構築が重要

であると考えられる。

まず第一に、関東圏に大きく依存した現在の需要構造を変えていく必要が

あろう。関東圏の観光客増加率はすでに限界に近いと見られるので、次にマー

ケットの大きい関西圏や中部圏に対する誘客プロモーションが中長期的な視

点から重要になるであろう。ただし短期的には、2005年３月25日～９月25日

に開催される「愛・地球博（愛知万博)」が沖縄観光と極めて競合する関係

にある点に特に注意を払う必要がある。国内旅行の需要が愛知万博にシフト

する可能性は極めて高いが、反対に中部圏における沖縄観光需要を掘り起こ

す絶好の機会ともなり得るであろう'5。また、グラビテイーモデル分析の結

果から、実績値が理論値を下回った北海道や地方都市に対しても同様のプロ

モーションが大切になると考えられる。

第二に、観光客の属性の観点から、高齢者に対する誘客プロモーションの

'５中部圏の人々にとって愛知万博は地元で開催されるので、日帰り旅行と位置づけら

れる。従って宿泊を伴った国内旅行需要はそれほど低下するとは考えにくいからであ

る。また，万博は沖縄観光をアピールする大きなチャンスでもある。
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拡充を検討する必要があると考える。アジアやヨーロッパなどの観光地では

年配の日本人観光客の姿が年々増加している。健康でかつ生活に余裕のある

高齢者が増えてきたからである。この定年退職後を楽しむ世代に対して沖縄

の魅力をアピールするのである。言うまでもなく、沖縄県は治安や医療水準

は世界でもトップクラスにあり、季節による温度変化が47都道府県中で一番

小さいので、高齢者にとって海外よりも安心できる旅行先である。現状では

若年層を前提とした観光インフラや観光サービスが中心になっているが、高

齢者層のニーズに合った観光インフラや質の高い観光サービスを提供する体

制を整えることは優先順としてはかなり高いと考えられる。また、この年齢

層の動向は若年層よりも流行に対し比較的安定的であると考えられ、加えて

健康長寿という沖縄県のイメージを活用したプロモーションが有効であると

考えられる。

さらに、中長期的に日本人だけでなく、台湾や中国、韓国など外国観光客

の受入体制の拡充も沖縄観光の安定的成長には不可欠であると考えられる。

もちろん、限られた予算内で多方面にわたってプロモーションを実施する

ことは現実的に難しいが、少なくとも現在の関東圏への、また若年層への過

度な依存を分散化させるような施策が望ましいと考えられる'6。いずれにせ

よ、現在の沖縄観光ブームが終わるまでにセフティー・ネットとして、出発

地の分散化、観光客の属性の分散化、すなわち日本人高齢者層や将来的には

外国人観光客の受入態勢を早急に構築しておくべきであると結論づけられる。

参考文献

梅村哲夫（2004）「国際観光のグローバルトレンド及び沖縄観光の展望と課

題」琉球大学法文学部経済研究第68号。

'６念のために説明するが、これは関東圏や若年層の観光客数を制限するという意味で

はなく、言うまでもなく他地域発、他の年齢層の観光客数を増加させることで、分散
化させるという意味である。

－１８－



沖縄県入域観光客に関するグラビティーモデル分析（梅村哲夫）

沖縄県（平成15年）「観光要覧（平成14年版)｣。

小沢健市（1992）「観光の経済分析」文化書房博文社。

国士交通省編（平成15年）「平成15年版観光白書」国立印刷局。

(財）日本交通公社編（2004）「観光読本［第２版]」東洋経済新報社。

内閣府（2004）「平成16年版経済財政白書」国立印刷局。

●

－１９－



琉球大学・經濟研究（第69号）2005年３月

別添

グラビティーモデル分析の推計に利用したデータ

■

雨交通省

注：阪神の区間距離は、那覇一伊丹、那覇一関空の平均値

－２０－
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